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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

回次 第38期中 第39期中 第40期中 第38期 第39期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） 3,248,312 3,639,434 3,654,148 6,930,781 7,547,509 

経常利益 （千円） 172,357 208,490 225,923 395,335 459,349 

中間（当期）純利益 （千円） 96,647 116,463 127,774 221,994 228,252 

純資産額 （千円） 1,680,452 1,854,262 2,045,525 1,805,799 1,966,051 

総資産額 （千円） 6,714,354 6,828,148 6,901,805 6,675,117 6,931,689 

１株当たり純資産額 （円） 347.91 383.90 423.50 369.79 407.04 

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 20.00 24.11 26.45 41.88 47.25 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 25.0 27.2 29.6 27.1 28.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 194,324 101,501 108,153 375,321 281,317 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △355,612 △163,681 5,024 △427,006 △158,775 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △176,256 35,294 △85,151 △270,177 △74,451 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高 
（千円） 638,110 626,905 729,909 653,791 701,882 

従業員数 （人） 133 143 134 128 131 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第38期中 第39期中 第40期中 第38期 第39期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） 2,043,157 2,131,217 2,053,819 4,202,001 4,432,523 

経常利益 （千円） 126,412 156,087 175,313 293,812 347,281 

中間（当期）純利益 （千円） 72,234 89,045 101,198 172,091 165,081 

資本金 （千円） 210,300 210,300 210,300 210,300 210,300 

発行済株式総数 （千株） 4,830 4,830 4,830 4,830 4,830 

純資産額 （千円） 1,383,571 1,510,473 1,639,408 1,483,428 1,586,509 

総資産額 （千円） 5,475,950 5,591,250 5,673,569 5,469,872 5,577,426 

１株当たり純資産額 （円） 286.45 312.72 339.42 304.29 328.46 

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 14.95 18.43 20.95 32.79 34.17 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益 
（円） － － － － － 

１株当たり中間（年間）配当額 （円） － － － 10.00 10.00 

自己資本比率 （％） 25.3 27.0 28.9 27.1 28.4 

従業員数 （人） 82 83 77 75 74 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 当社は、自動車販売関連業の単一セグメントのため、部門別の従業員を示すと次のとおりであります。 

(注)１．従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む）であります。なお臨時従業員数は、従業員の総

数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

２．従業員数が前連結会計年度末に比べ３名増加しましたのは、平成17年４月の定期採用によるものであり

ます。 

(2）提出会社の状況 

(注)１．従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む）であります。なお臨時従業員数は、従業員の総

数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

２．従業員数が前期末に比べ３名増加しましたのは、平成17年４月の定期採用によるものであります。  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

部門別の名称 従業員数（人） 

新車販売部門  51 

中古車販売部門  9 

サービス部門  63 

その他の部門  11 

合計  134 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 77 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日）におけるわが国経済状況は、企業収益の回復による

設備投資の拡大、雇用情勢の改善など景況に明るい兆しがみられ、個人消費も緩やかに増加傾向をたどっており、景

気回復が続くと見込まれる一方、原油価格の上昇、素材原材料の値上がり等の懸念材料もあり、景気の先行きに不安

を残す状況となっております。 

このような環境のなかで、業界全体につきましては、新型車や軽自動車を中心に、当中間期の国内自動車販売台数

は2,798,402台（登録車と軽自動車の合計）となり、前年同期比では3.5％の増加となりました。 

メーカー別にみますと、ホンダは主力のミニバンでステップワゴンのモデルチェンジや新型車種「エアウェイブ」

の投入により販売が増加したこと、コンパクトカーの販売も堅調に推移したことなどで販売台数361,797台（前年同

期比3.1％増）となりました。 

このような状況の中で、当中間期の営業の状況を部門別にみますと、新車販売部門はセダン系車種の販売が前期に

引き続き苦戦を強いられ、「フィット」をはじめとするコンパクトカーも前年比でマイナスとなりましたが、主力販

売車種であるミニバンでフルモデルチェンジをした、スッテプワゴンや新型車のエアウェイブの投入効果により、売

上高は24億30百万円（前年同期比3.3％増）と２期連続増加いたしました。中古車販売部門は、直販（小売）台数の

減少により売上高は3億63百万円（前年同期比15.5％減）となりました。サービス部門は、管理内ユーザーに対する

車検・12か月点検などの整備業務の積極的な取り込みを行い、新車の販売時に提案しているペイントシーラント（新

車ボディー塗装面保護加工）の利用率が向上したことなどにより売上高は6億32百万円（前年同期比1.7％増）となり

ました。その他の部門は、新車販売部門と連動する登録手数料等の手数料収入及び、保険手数料収入は、前年を同等

で推移いたしましたが、自動車ローン適用金利の引下げにより割賦受取手数料収入が前年を下回ったこと等により売

上高は2億27百万円（前年同期比2.9％減）となりました。 

以上の結果、当中間期における売上高は36億54百万円（前年同期比0.4％増）となりました、営業利益は2億27百万

円（前年同期比5.8％増）、経常利益は2億25百万円（前年同期比8.4％増）、中間純利益は1億27百万円（前年同期比

9.7％増）となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

当中間期における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業成績が前期に比べ好調だっ

たため、前期末に比べ28百万円増加し、当中間期末には7億29百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間期において営業活動の結果得られた資金は1億8百万円（前年同期比6.6％増）となりました。これは税金等

調整前中間純利益2億25百万円にその他負債の減少額15百万円、利息の支払額11百万円、法人税等の支払額91百万円

等を調整したものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間期において投資活動の結果得られた資金は5百万円（前期は1億63百万円の使用）となりました。これは主に

貸付金の返還による収入4百万円によるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間期において財務活動の結果使用した資金は85百万円（前期は35百万円の獲得）となりました。これは借入金

による収入36百万円、借入金の返済による支出58百万円、配当金の支払による支出48百万円、社債の償還による支出

15百万円によるものです。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当社グループ（当社及び当社の連結子会社）は、単一セグメントのため、当中間連結会計期間の仕入実績を部門

ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．部門間の取引については相殺消去しております。 

(2）販売実績 

 当社グループ（当社及び当社の連結子会社）は、単一セグメントのため、当中間連結会計期間の販売実績を部門

ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．部門間の取引については相殺消去しております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

部門 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

新車販売部門（千円） 2,152,281 1.7 

中古車販売部門（千円） 287,401 △15.0 

サービス部門（千円） 204,954 △7.8 

その他の部門（千円） － － 

合計（千円） 2,644,636 △1.2 

部門 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

新車販売部門（千円） 2,430,378 3.3 

中古車販売部門（千円） 363,725 △15.5 

サービス部門（千円） 632,639 1.7 

その他の部門（千円） 227,404 △2.9 

合計（千円） 3,654,148 0.4 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注） 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 16,920,000 

計 16,920,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,830,000 4,830,000 
ジャスダック証券

取引所 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 4,830,000 4,830,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株）  

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 4,830,000 － 210,300 － 199,711 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

齋藤 國春 千葉県松戸市古ヶ崎835番地の３ 2,155 44.62 

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 225 4.66 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 225 4.66 

株式会社しんあいコーポレ

ーション 
東京都渋谷区代々木四丁目31番６号 225 4.66 

ホンダクリオ東葛従業員持

株会 

千葉県松戸市小金きよしヶ丘三丁目21番地の１ 

株式会社ホンダクリオ東葛内 
122 2.53 

林  未香 千葉県松戸市樋野口854番３号 90 1.86 

稲田  麻衣子 千葉県松戸根本159番７号 90 1.86 

株式会社千葉銀行 千葉市中央区千葉港１番２号  75 1.55 

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦三丁目21番24号 75 1.55 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 75 1.55 

松下  吉孝 茨城県取手市大字井野4921番２号  62 1.28 

計 ― 3,419 70.79 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   4,829,000 4,829 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

単元未満株式 普通株式       1,000 － － 

発行済株式総数 4,830,000 － － 

総株主の議決権 － 4,829 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称     

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 395 375 365 390 390 394 

最低（円） 375 347 342 360 360 371 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   626,905   729,909   701,882  

２．受取手形及び売掛金 ※1,2  2,956,259   2,942,504   2,914,816  

３．たな卸資産   189,953   221,784   223,639  

４．繰延税金資産   27,041   32,236   26,004  

５．その他   151,287   179,043   217,588  

貸倒引当金   △1,000   △900   △900  

流動資産合計   3,950,447 57.9  4,104,578 59.5  4,083,031 58.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物及び構築物 ※1 861,215   861,641   861,641   

減価償却累計額  377,242 483,972  416,283 445,358  398,057 463,583  

(2）機械装置及び運搬具  277,608   285,299   291,246   

減価償却累計額  123,110 154,498  143,893 141,405  142,246 149,000  

(3）土地 ※1  1,689,171   1,689,171   1,689,171  

(4）その他  106,685   109,188   107,072   

減価償却累計額  85,751 20,934  93,470 15,717  90,308 16,764  

有形固定資産合計   2,348,576 34.4  2,291,652 33.2  2,318,520 33.4

２．無形固定資産   6,328 0.1  6,218 0.1  6,273 0.1

３．投資その他の資産           

(1）長期貸付金   153,219   146,466   149,917  

(2）繰延税金資産   92,499   69,250   94,180  

(3）差入保証金   196,793   191,547   193,656  

(4）その他   82,989   92,092   86,109  

貸倒引当金   △2,704   －   －  

投資その他の資産合計   522,796 7.6  499,355 7.2  523,863 7.6

固定資産合計   2,877,701 42.1  2,797,227 40.5  2,848,657 41.1

資産合計   6,828,148 100.0  6,901,805 100.0  6,931,689 100.0

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   438,020   529,768   520,011  

２．短期借入金 ※1  2,894,240   2,896,027   2,859,257  

３．一年以内に償還予定の
社債   30,000   30,000   30,000  

４．一年以内に返済予定の
長期借入金 

※1  118,401   105,382   111,316  

５．未払法人税等   98,417   79,309   91,186  

６．賞与引当金   43,087   40,286   40,887  

７．その他   291,591   322,745   321,160  

流動負債合計   3,913,759 57.3  4,003,519 58.0  3,973,820 57.3

Ⅱ 固定負債           

１．社債    225,000   195,000   210,000  

２．長期借入金 ※1  331,185   225,821   278,508  

３．退職給付引当金   17,102   11,628   15,959  

４．役員退職慰労引当金   217,831   164,468   222,074  

５．連結調整勘定   4,084   264   2,174  

６．長期前受収益   264,922   255,578   263,101  

固定負債合計   1,060,126 15.5  852,760 12.4  991,818 14.3

負債合計   4,973,886 72.8  4,856,280 70.4  4,965,638 71.6

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   210,300 3.1  210,300 3.0  210,300 3.0

Ⅱ 資本剰余金   199,711 2.9  199,711 2.9  199,711 2.9

Ⅲ 利益剰余金   1,444,250 21.2  1,635,513 23.7  1,556,039 22.5

資本合計   1,854,262 27.2  2,045,525 29.6  1,966,051 28.4

負債及び資本合計   6,828,148 100.0  6,901,805 100.0  6,931,689 100.0

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    3,639,434 100.0 3,654,148 100.0   7,547,509 100.0

Ⅱ 売上原価    2,856,427 78.5 2,871,169 78.6   5,959,570 79.0

売上総利益    783,006 21.5 782,979 21.4   1,587,938 21.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1   567,541 15.6 555,002 15.2   1,116,956 14.8

営業利益    215,464 5.9 227,976 6.2   470,982 6.2

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  1,344 1,312 2,684   

２．連結調整勘定償却額  1,910 1,910 3,820   

３．受取負担金  － 154 －   

４．受取報奨金  758 4,915 3,770   

５．消費税還付金  854 － －   

６．その他  678 5,547 0.1 1,233 9,524 0.3 2,392 12,668 0.2

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  11,311 11,442 22,823   

２．その他  1,209 12,520 0.3 135 11,578 0.3 1,477 24,301 0.3

経常利益    208,490 5.7 225,923 6.2   459,349 6.1

Ⅵ 特別損失           

１．固定資産処分損 ※2 － 144 102   

２．過年度保証サービス 
負担金 

  － － － － 144 0.0 68,811 68,913 0.9

税金等調整前中間 
（当期）純利益    208,490 5.7 225,778 6.2   390,435 5.2

法人税、住民税及び 
事業税  98,455 79,306 169,253   

法人税等調整額  △6,427 92,027 2.5 18,697 98,004 2.7 △7,070 162,183 2.1

中間（当期）純利益    116,463 3.2 127,774 3.5   228,252 3.1

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高    199,711 199,711   199,711

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
（期末）残高    199,711 199,711   199,711

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高    1,395,787 1,556,039   1,395,787

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  116,463 116,463 127,774 127,774 228,252 228,252

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  48,300 48,300 48,300 

２．役員賞与  19,700 68,000 － 48,300 19,700 68,000

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
（期末）残高    1,444,250 1,635,513   1,556,039

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期）純利益  208,490 225,778 390,435 

減価償却費  49,068 45,132 103,611 

連結調整勘定償却額  △1,910 △1,910 △3,820 

貸倒引当金の増加額(△減少額)  210 － △2,594 

賞与引当金の増加額(△減少額)  4,152 △601 1,952 

退職給付引当金の増加額(△減少額)  1,738 △4,331 595 

役員退職慰労引当金の増加額  4,027 4,394 8,269 

役員退職慰労金の支払額  － △62,000 － 

受取利息  △1,344 △1,312 △2,684 

その他営業外収益  － － △107 

支払利息  11,311 11,442 22,823 

固定資産処分損  42 144 102 

売上債権の増加額  △92,262 △17,898 △39,721 

たな卸資産の増加額  △45,671 △14,283 △101,433 

仕入債務の増加額  10,294 9,756 92,285 

その他資産の減少額（△増加額）  56,157 32,114 △13,131 

その他負債の増加額（△減少額）  △4,600 △15,568 14,253 

役員賞与の支払額  △19,700 － △19,700 

小計  180,003 210,857 451,137 

利息の受取額  21 23 43 

利息の支払額  △11,435 △11,417 △22,949 

法人税等の支払額  △67,088 △91,309 △146,913 

営業活動によるキャッシュ・フロー  101,501 108,153 281,317 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △203,181 △2,215 △206,031 

貸付金の回収による収入  － 4,740 4,620 

差入保証金返還による収入  39,500 2,500 42,636 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △163,681 5,024 △158,775 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増加額  51,129 36,770 16,145 

長期借入れによる収入  100,000 － 100,000 

長期借入金の返済による支出  △52,534 △58,621 △112,296 

社債の償還による支出   △15,000 △15,000 △30,000 

配当金の支払額  △48,300 △48,300 △48,300 

財務活動によるキャッシュ・フロー  35,294 △85,151 △74,451 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 

（△減少額） 
 △26,886 28,026 48,091 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  653,791 701,882 653,791 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高 
※ 626,905 729,909 701,882 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関す

る事項 

(1）連結子会社の数 １社 

 連結子会社は、株式会

社ホンダベルノ東葛であ

ります。 

同左 同左 

２．持分法の適用に関

する事項 

 該当事項はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間

決算日（決算日）

等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。 

同左  連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致

しております。 

４．会計処理基準に関

する事項 

(1）重要な資産の評

価基準及び評価方

法 

たな卸資産 

イ 商品（新車及び中古

車） 

 個別法による原価法

を採用しております。 

たな卸資産 

イ 商品（新車及び中古

車） 

同左 

たな卸資産 

イ 商品（新車及び中古

車） 

同左 

    
 ロ 商品（部品・用品） 

 最終仕入原価法を採

用しております。 

ロ 商品（部品・用品） 

同左 

ロ 商品（部品・用品） 

同左 

    

(2）重要な減価償却

資産の減価償却の

方法 

イ 有形固定資産 

 定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した

建物（附属設備を除く）

は定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。 

建物及び構築物 

５～47年 

機械装置及び運搬具 

３～15年 

イ 有形固定資産 

 定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した

建物（附属設備を除く）

は定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。 

建物及び構築物 

５～47年 

機械装置及び運搬具 

２～15年 

イ 有形固定資産 

 定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した

建物（附属設備を除く）

は定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。 

建物及び構築物 

５～47年 

機械装置及び運搬具 

３～15年 

    
 ロ 無形固定資産 

 定額法を採用しており

ます。 

ロ 無形固定資産 

同左 

ロ 無形固定資産 

同左 

    

(3）重要な引当金の

計上基準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

イ 貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額の当中間

連結会計期間負担額を計

上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額の当期負

担額を計上しておりま

す。 

    
 ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当中間連結会

計期間末における退職給

付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上してお

ります。 

ハ 退職給付引当金 

同左 

ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。 

    
 ニ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

出に備えて、役員退職慰

労金規程に基づく中間期

末要支給額を計上してお

ります。 

ニ 役員退職慰労引当金 

同左 

ニ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

出に備えて、役員退職慰

労金規程に基づく期末要

支給額を計上しておりま

す。 

    

(4）重要なリース取

引の処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

    

(5）その他中間連結

財務諸表（連結財

務諸表）作成のた

めの基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシ

ュ・フロー計算

書）における資金

の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に満期日の到来す

る短期的な投資からなって

おります。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

追加情報  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当中間連結会計期間から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）に

従い法人事業税の付加価値割及び資本

割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

1,962千円増加し、営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益が、

1,962千円減少しております。 

    ――――――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に従

い法人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

3,757千円増加し、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益が、

3,757千円減少しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

受取手形 2,747,240千円 

建物及び構築物 290,563千円 

土地 1,437,990千円 

計 4,475,795千円 

受取手形 2,749,027千円 

建物及び構築物 275,927千円 

土地 1,437,990千円 

計 4,462,946千円 

受取手形 2,712,257千円 

建物及び構築物 282,667千円 

土地 1,437,990千円 

計 4,432,915千円 

 以上は、短期借入金2,747,240

千円、一年以内に返済予定の長

期借入金118,401千円、長期借入

金331,185千円の担保に供してお

ります。 

 以上は、短期借入金2,849,027

千円、一年以内に返済予定の長

期借入金105,382千円、長期借入

金225,821千円の担保に供してお

ります。 

 以上は、短期借入金2,812,257

千円、一年以内に返済予定の長

期借入金111,316千円、長期借入

金278,508千円の担保に供してお

ります。 

※２ 割賦販売によって顧客に販売

した自動車にかかる割賦債権に

ついては、株式会社オリエント

コーポレーションに集金業務を

委託するとともに、同社による

支払保証を受けております。な

お、当該割賦債権の代金回収予

定額の約束手形を同社から受領

しており、当該受取手形

2,747,240千円が受取手形及び売

掛金勘定に含まれております。

また、このうち、506,080千円に

ついては、株式会社オリエント

コーポレーションが顧客に対し

て有する求償権に対し、当社が

顧客のために、支払いを再保証

しています。 

※２ 割賦販売によって顧客に販売

した自動車にかかる割賦債権に

ついては、株式会社オリエント

コーポレーションに集金業務を

委託するとともに、同社による

支払保証を受けております。な

お、当該割賦債権の代金回収予

定額の約束手形を同社から受領

しており、当該受取手形

2,749,027千円が受取手形及び売

掛金勘定に含まれております。

また、このうち、501,230千円に

ついては、株式会社オリエント

コーポレーションが顧客に対し

て有する求償権に対し、当社が

顧客のために、支払いを再保証

しています。 

※２ 割賦販売によって顧客に販売

した自動車にかかる割賦債権に

ついては、株式会社オリエント

コーポレーションに集金業務を

委託するとともに、同社による

支払保証を受けております。な

お、当該割賦債権の代金回収予

定額の約束手形を同社から受領

しており、当該受取手形

2,712,257千円が受取手形及び売

掛金勘定に含まれております。

また、このうち、451,271千円に

ついては、株式会社オリエント

コーポレーションが顧客に対し

て有する求償権に対し、当社が

顧客のために、支払いを再保証

しています。 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

役員報酬 47,300千円 

給料手当 161,996千円 

賞与引当金繰入

額 
26,004千円 

退職給付費用 10,817千円 

役員退職慰労引

当金繰入額 
4,027千円 

減価償却費 45,050千円 

賃借料 68,928千円 

役員報酬 39,890千円 

給料手当 161,460千円 

賞与引当金繰入

額 
24,210千円 

退職給付費用 10,391千円 

役員退職慰労引

当金繰入額 
4,394千円 

減価償却費 41,780千円 

賃借料 63,301千円 

役員報酬 90,880千円 

給料手当 323,031千円 

賞与引当金繰入

額 
24,606千円 

退職給付費用 20,186千円 

役員退職慰労引

当金繰入額 
8,269千円 

減価償却費 95,498千円 

賃借料 132,589千円 

※２       ―――――――        ※２ 固定資産処分損は、機械装置

及び運搬具144千円であります。 

※２ 固定資産処分損は、機械装置

及び運搬具102千円であります。

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 626,905千円 

現金及び現金同等物 626,905千円 

現金及び預金勘定 729,909千円 

現金及び現金同等物 729,909千円 

現金及び預金勘定 701,882千円 

現金及び現金同等物 701,882千円 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 内容の重要性が乏しく、契約１

件当たりの金額が少額なリース取

引のため、中間連結財務諸表規則

第15条の規定により記載を省略し

ております。 

同左  内容の重要性が乏しく、契約１

件当たりの金額が少額なリース取

引のため、連結財務諸表規則第15

条の３の規定により記載を省略し

ております。 



（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）において、当社グ

ループは自動車販売関連事業の専門会社として、同一セグメントに属する自動車の販売並びにこれらの付随業務

を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）において、本邦以

外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）において、海外売

上高がないため該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 383.90円 

１株当たり中間純利益 24.11円 

１株当たり純資産額 423.50円

１株当たり中間純利益 26.45円

１株当たり純資産額 407.04円

１株当たり当期純利益 47.25円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

中間（当期）純利益金額（千円） 116,463 127,774 228,252 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
－ － － 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－）  （－）  

普通株式に係る中間（当期）純利

益（千円） 
116,463 127,774 228,252 

期中平均株式数（株） 4,830,000 4,830,000 4,830,000 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金    362,307     430,460     348,998   

２．受取手形 ※1,2   2,747,240     2,749,027     2,712,257   

３．売掛金    103,237     102,989     110,352   

４．たな卸資産    116,078     123,681     114,717   

５．前払費用    7,471     9,688     6,848   

６．繰延税金資産    16,164     17,626     14,331   

７．未収入金    128,232     150,686     170,997   

８．その他    1,324     2,408     1,852   

流動資産合計    3,482,057 62.3   3,586,570 63.2   3,480,355 62.4 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物 ※2 430,405     430,405     430,405     

減価償却累計額  138,944 291,461   154,349 276,055   146,890 283,515   

(2）構築物  160,004     160,430     160,430     

減価償却累計額  114,669 45,334   122,768 37,662   119,141 41,289   

(3）機械及び装置  59,834     60,799     60,799     

減価償却累計額  38,084 21,750   41,332 19,466   39,542 21,257   

(4）車輛運搬具  121,521     124,134     131,251     

減価償却累計額  51,907 69,613   59,795 64,339   62,461 68,789   

(5）工具器具備品  66,380     68,195     66,768     

減価償却累計額  55,787 10,593   60,021 8,173   58,288 8,479   

(6）土地 ※2   1,364,289     1,364,289     1,364,289   

有形固定資産合計    1,803,042 32.2   1,769,986 31.2   1,787,620 32.1 

２．無形固定資産                    

(1）電話加入権    2,716     2,716     2,716   

(2）その他    1,265     1,156     1,211   

無形固定資産合計    3,982 0.1   3,873 0.1   3,927 0.1 

３．投資その他の資産           

(1）関係会社株式    144,867     144,867     144,867   

(2）出資金    469     469     469   

(3）繰延税金資産    60,588     63,445     61,688   

(4）差入保証金    51,645     48,699     48,440   

(5）その他    44,597     55,657     50,057   

投資その他の資産合計    302,167 5.4   313,138 5.5   305,522 5.4 

固定資産合計    2,109,193 37.7   2,086,999 36.8   2,097,070 37.6 

資産合計    5,591,250 100.0   5,673,569 100.0   5,577,426 100.0 

           

 



  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金    250,000     290,269     255,043   

２．短期借入金 ※2   2,747,240     2,749,027     2,712,257   

３．一年以内に返済予定 
の長期借入金 

※2   97,920     97,920     97,920   

４．未払金 ※4   27,323     24,393     11,218   

５．未払費用    11,720     12,363     13,835   

６．未払法人税等    68,639     79,024     53,307   

７．前受金    23,650     23,766     18,848   

８．預り金    32,269     38,101     49,240   

９．前受収益    147,720     150,156     156,703   

10．賞与引当金    25,193     23,437     22,852   

流動負債合計    3,431,678 61.4   3,488,460 61.5   3,391,227 60.8 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※2   229,360     131,440     180,400   

２．退職給付引当金    4,521     3,549     3,273   

３．役員退職慰労引当金    150,294     155,890     152,915   

４．長期前受収益    264,922     254,820     263,101   

固定負債合計    649,098 11.6   545,700 9.6   599,690 10.8 

負債合計    4,080,777 73.0   4,034,161 71.1   3,990,917 71.6 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金    210,300 3.7   210,300 3.7   210,300 3.7 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  199,711     199,711     199,711     

資本剰余金合計    199,711 3.6   199,711 3.5   199,711 3.6 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  20,250     20,250     20,250     

２．任意積立金                    

(1）特別償却準備金  2,102     1,527     2,102     

(2）別途積立金  880,000     980,000     880,000     

３．中間（当期）未処分 
利益  198,109     227,619     274,145     

利益剰余金合計    1,100,461 19.7   1,229,396 21.7   1,176,497 21.1 

資本合計    1,510,473 27.0   1,639,408 28.9   1,586,509 28.4 

負債・資本合計    5,591,250 100.0   5,673,569 100.0   5,577,426 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    2,131,217 100.0 2,053,819 100.0   4,432,523 100.0

Ⅱ 売上原価    1,648,952 77.4 1,575,162 76.7   3,446,757 77.8

売上総利益    482,265 22.6 478,656 23.3   985,765 22.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    339,286 15.9 318,644 15.5   654,690 14.8

営業利益    142,978 6.7 160,012 7.8   331,075 7.4

Ⅳ 営業外収益 ※1   22,407 1.0 24,599 1.2   35,191 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※2   9,299 0.4 9,299 0.5   18,984 0.4

経常利益    156,087 7.3 175,313 8.5   347,281 7.8

Ⅵ 特別損失     － － 144 0.0   68,913 1.6

税引前中間（当期） 
純利益    156,087 7.3 175,168 8.5   278,368 6.2

法人税、住民税及び 
事業税  68,676 79,021 114,188   

法人税等調整額  △1,634 67,041 3.1 △5,051 73,969 3.6 △901 113,286 2.5

中間（当期）純利益    89,045 4.2 101,198 4.9   165,081 3.7

前期繰越利益    109,064 126,420   109,064 

中間（当期）未処分 
利益    198,109 227,619   274,145 

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

(1）有価証券 

 子会社株式 

 移動平均法による原

価法を採用しておりま

す。 

(1）有価証券 

 子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

 子会社株式 

同左 

    
 (2）たな卸資産 

① 商品（新車及び中古

車） 

 個別法による原価法

を採用しております。 

(2）たな卸資産 

① 商品（新車及び中古

車） 

同左 

(2）たな卸資産 

① 商品（新車及び中古

車） 

同左 

 ② 商品（部品・用品） 

 最終仕入原価法を採

用しております。 

② 商品（部品・用品） 

同左 

② 商品（部品・用品） 

同左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）に

ついては定額法を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物     10～34年 

機械及び装置 ５～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

    
 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しており

ます。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

    

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額の当期負

担額を計上しておりま

す。 

    
 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期

間末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

    
 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

出に備えて、役員退職慰

労金規程に基づく中間期

末要支給額を計上してお

ります。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

出に備えて、役員退職慰

労金規程に基づく期末要

支給額を計上しておりま

す。 

４．リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

追加情報  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が1,962千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、1,962

千円減少しております。 

    ――――――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が3,757千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が、3,757

千円減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 割賦販売によって顧客に販売

した自動車にかかる割賦債権に

ついては、株式会社オリエント

コーポレーションに集金業務を

委託するとともに、同社による

支払保証を受けております。な

お、当該割賦債権の代金回収予

定額の約束手形を同社から受領

しており、当該受取手形

2,747,240千円が受取手形勘定で

あります。また、このうち、

460,180千円については、株式会

社オリエントコーポレーション

が顧客に対して有する求償権に

対し、当社が顧客のために、支

払いを再保証しています。 

※１ 割賦販売によって顧客に販売

した自動車にかかる割賦債権に

ついては、株式会社オリエント

コーポレーションに集金業務を

委託するとともに、同社による

支払保証を受けております。な

お、当該割賦債権の代金回収予

定額の約束手形を同社から受領

しており、当該受取手形 

2,749,027千円が受取手形勘定で

あります。また、このうち、

471,469千円については、株式会

社オリエントコーポレーション

が顧客に対して有する求償権に

対し、当社が顧客のために、支

払いを再保証しています。 

※１ 割賦販売によって顧客に販売

した自動車にかかる割賦債権に

ついては、株式会社オリエント

コーポレーションに集金業務を

委託するとともに、同社による

支払保証を受けております。な

お、当該割賦債権の代金回収予

定額の約束手形を同社から受領

しており、当該受取手形 

2,712,257千円が受取手形勘定で

あります。また、このうち、

427,911千円については、株式会

社オリエントコーポレーション

が顧客に対して有する求償権に

対し、当社が顧客のために、支

払いを再保証しています。 

※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 

受取手形 2,747,240千円 

建物 290,563千円 

土地 1,164,865千円 

計 4,202,670千円 

受取手形 2,749,027千円 

建物 275,927千円 

土地 1,164,865千円 

計 4,189,821千円 

受取手形 2,712,257千円 

建物 282,667千円 

土地 1,164,865千円 

計 4,159,790千円 

 上記物件について、短期借入

金2,747,240千円、一年以内に 

返済予定の長期借入金97,920千

円、長期借入金229,360千円の 

担保に供しております。 

 上記物件について、短期借入

金2,749,027千円、一年以内に 

返済予定の長期借入金97,920千

円、長期借入金131,440千円の 

担保に供しております。 

 上記物件について、短期借入

金2,712,257千円、一年以内に 

返済予定の長期借入金97,920千

円、長期借入金180,400千円の 

担保に供しております。 

３ 偶発債務 ３ 偶発債務 ３ 偶発債務 

 次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保証

を行っております。 

 次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保証

を行っております。 

 次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保証

を行っております。 

保証先 
金額 

（千円） 
内容 

㈱ホンダベル
ノ東葛 

200,000 借入債務 

保証先 
金額 
（千円）

内容 

㈱ホンダベル
ノ東葛 

200,000 借入債務

保証先 
金額 
（千円） 

内容 

㈱ホンダベル
ノ東葛 

200,000 借入債務

 次の関係会社について、債務

保証を行っております。 

 次の関係会社について、債務

保証を行っております。 

 次の関係会社について、債務

保証を行っております。 

保証先 
金額 

（千円） 
内容 

㈱ホンダベル
ノ東葛 

255,000 私募社債 

保証先 
金額 
（千円）

内容 

㈱ホンダベル
ノ東葛 

225,000 私募社債

保証先 
金額 
（千円） 

内容 

㈱ホンダベル
ノ東葛 

240,000 私募社債

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺の上、金額的重要性

が乏しい為、未払金に含めて表

示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

※４    ────── 



（中間損益計算書関係） 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金 10,000千円 

受取回線使用料 5,320千円 

受取経営指導料 4,800千円 

受取配当金 10,000千円 

受取回線使用料 5,340千円 

受取経営指導料 4,800千円 

受取家賃 1,200千円 

受取配当金 10,000千円 

受取回線使用料 10,660千円 

受取経営指導料 9,600千円 

受取家賃 2,400千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 9,120千円 支払利息 9,179千円 支払利息 18,537千円 

３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 28,602千円 

無形固定資産 54千円 

有形固定資産 27,102千円 

無形固定資産 54千円 

有形固定資産 61,189千円 

無形固定資産 109千円 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 内容の重要性が乏しく、契約１

件当たりの金額が少額なリース取

引のため、中間財務諸表等規則第

５条の３の規定により記載を省略

しております。 

同左  内容の重要性が乏しく、契約１

件当たりの金額が少額なリース取

引のため、財務諸表等規則第８条

の６第６項の規定により記載を省

略しております。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

同左 同左 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 312.72円 

１株当たり中間純利益 18.43円 

１株当たり純資産額 339.42円

１株当たり中間純利益 20.95円

１株当たり純資産額 328.46円

１株当たり当期純利益 34.17円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

中間（当期）純利益金額（千円） 89,045 101,198 165,081 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
－ － － 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－）  （－）  

普通株式に係る中間（当期）純利

益（千円） 
89,045 101,198 165,081 

期中平均株式数（株） 4,830,000 4,830,000 4,830,000 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第39期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月27日関東財務局長に提出。

(2) 臨時報告書 

    平成17年５月23日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態

及び経営成績に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

株 式 会 社 ホ ン ダ ク リ オ 東 葛 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ホンダクリ

オ東葛の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６

年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ホンダクリオ東葛及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期

間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 布施木 孝 叔 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

株式会社ホンダクリオ東葛 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ホンダクリ

オ東葛の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ホンダクリオ東葛及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期

間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 布施木 孝 叔 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 功 幸 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

株 式 会 社 ホ ン ダ ク リ オ 東 葛 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ホンダクリ

オ東葛の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第３９期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６

年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ホンダクリオ東葛の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成

１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 布施木 孝 叔 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

株式会社ホンダクリオ東葛 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ホンダクリ

オ東葛の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ホンダクリオ東葛の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成

１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 布施木 孝 叔 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 功 幸 
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